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表紙

連結計算書類の連結注記表
計算書類の個別注記表

上記の事項につきましては、法令及び当社定款第13条の規定に基づき、イ
ンターネット上の当社ウェブサイト（https://www.takano-net.co.jp/）に
掲載することにより株主の皆様に提供しております。

第69期定時株主総会招集ご通知に際しての
インターネット開示事項

（2021年４月１日から2022年３月31日まで）
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連結注記表

連結注記表
１. 連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

⑴ 連結の範囲に関する事項
連結子会社の数及び連結子会社の名称
・連結子会社の数 ６社
・連結子会社の名称 株式会社ニッコー

タカノ機械株式会社
台湾鷹野股份有限公司
上海鷹野商貿有限公司
香港鷹野国際有限公司
Takano of America Inc.

⑵ 持分法の適用に関する事項
持分法を適用しない関連会社の名称等
・主要な会社等の名称 オプトウエア株式会社

株式会社ヨウホク
・持分法を適用しない理由 各社の当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見

合う額）等からみて、持分法の対象から除いても連結計算書類に
及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性がないため
持分法の適用範囲から除外しております。

⑶ 連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社のうち、台湾鷹野股份有限公司、上海鷹野商貿有限公司、香港鷹野国際有限公司及びTakano 

of America Inc.の決算日は12月31日であります。
連結計算書類の作成に当たっては、同日現在の計算書類を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取引

については、連結上必要な調整を行っております。
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⑷ 会計方針に関する事項
① 重要な資産の評価基準及び評価方法

イ. 有価証券の評価基準及び評価方法
満期保有目的の債券 償却原価法（定額法）
その他有価証券
・市場価格のない株式等以外のもの 時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定）
・市場価格のない株式等 移動平均法による原価法

ロ. 棚卸資産の評価基準及び評価方法
・商品及び製品、仕掛品、原材料 総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下

に基づく簿価切下げの方法）、なお、検査計測装置に係る製品、
仕掛品については個別法による原価法（貸借対照表価額について
は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

・貯蔵品 最終仕入原価法による原価法
② 重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ. 有形固定資産(リース資産を除く) 定率法
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物　　　　７年～50年
機械装置及び運搬具　　４年～13年
その他　　　　　　　　２年～15年

ロ. 無形固定資産(リース資産を除く) 定額法
なお、主な償却期間は以下のとおりであります。

ソフトウェア（自社利用）
社内における見込利用可能期間（５年）

ハ. リース資産 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用し
ております。

③ 重要な引当金の計上基準
イ. 貸倒引当金 債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実

績率等により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収
可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

ロ. 賞与引当金 当社及び連結子会社の一部は、従業員の賞与の支給に充てるた
め、支給見込額を計上しております。

ハ. 役員賞与引当金 当社及び国内連結子会社は役員賞与の支出に備えるため、当連結
会計年度における支給見込額に基づき計上しております。
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ニ. 製品保証引当金 製品販売後に発生する製品保証費用に備えるため、過去の実績に
基づく見込額を計上しております。

④ 収益及び費用の計上基準
　当社グループは、以下の５ステップにもとづき収益を認識しています。

ステップ１：顧客との契約の識別
ステップ２：履行義務の識別
ステップ３：取引価格の算定
ステップ４：取引価格の履行義務への配分
ステップ５：履行義務の充足による収益の認識

　当社グループは「住生活関連機器」において、事務用回転椅子、折畳椅子、会議用椅子等のオフィス
用の椅子、車椅子等の福祉・医療施設用の椅子等の製造販売、「検査計測機器」において液晶等のフラ
ット・パネル・ディスプレイ（ＦＰＤ）検査装置、半導体検査装置、フィルム検査装置等の検査計測装
置等の製造販売、「産業機器」において産業用機械に用いられる電磁アクチュエータおよびそのユニッ
ト品等ならびにユニット（ばね）製品の製造販売、「エクステリア」において跳ね上げ式門扉、カーポ
ート、テラス、オーニング等のエクステリア製品等の製造販売、「機械・工具」において機械・工具等
の仕入販売を行っております。また、製品に関連した保証、修理・保守等のサービスも提供しておりま
す。
　製品の販売については、主に顧客への引渡の際に据付を要する製品については据付が完了し顧客の検
収が完了した時点、また、据付を要しない製品については出荷時点に、顧客が当該製品に対する支配を
獲得し、履行義務が充足されると判断していることから、当該時点において収益を認識しております。
収益は、顧客との契約において約束された対価から、値引き等を控除した金額で測定しています。
　製品保証が、製品が合意された仕様に従っているという保証に加えて顧客にサービスを提供している
場合には、別個の履行義務として識別し、取引価格の一部を当該履行義務に配分した上で、サービスの
完了について顧客の合意が得られ、履行義務を充足した時点で収益を認識しています。
　当社グループは、当社が取引の当事者であるか、代理人であるかを、約束した財又はサービスを顧客
に移転する前に当社が支配しているか否かで判断し、その判断に際しては、契約ごとに以下の指標を考
慮しています。

・財又はサービスを提供する約束の履行について、主たる責任を有している
・財又はサービスを顧客に移転する前、又は顧客への支配の移転の後に、当社が在庫リスクを有し

ている
・財又はサービスの価格の設定において当社に裁量権がある

　当社が取引の当事者であると判断した場合には、当該取引に関する売上高を総額で表示し、代理人で
あると判断した場合には、当該取引に関する売上高を純額で表示しています。
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⑤ 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準
外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理し

ております。なお、在外子会社等の資産及び負債は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及
び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定に含めて計
上しております。

⑥ その他連結計算書類作成のための重要な事項
　　退職給付に係る負債の計上基準 当社及び連結子会社の一部は、従業員の退職給付に備えるため、

当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に
基づき計上しております。
・退職給付見込額の期間帰属方法
　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年
度末までの期間に帰属させる方法については、給付算定式基準に
よっております。
・数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法
　過去勤務費用については、その発生時における従業員の平均残
存勤務期間以内の一定の年数（５年）による定額法により費用処
理しております。
　数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員
の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）による定額法によ
り按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理して
おります。
・未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の処理方法
　未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用については、
税効果を調整の上、純資産の部におけるその他の包括利益累計額
の退職給付に係る調整累計額に計上しております。
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２. 会計方針の変更に関する注記
（収益認識に関する会計基準等の適用）

　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」と
いう。）等を当連結会計年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、
当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することといたしました。詳細は
「１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等 (4)会計方針に関する事項 ④収益及
び費用の計上基準」に記載しております。
　収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従
っており、当連結会計年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、当連結会
計年度の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。ただし、収益
認識会計基準第86項に定める方法を適用し、当連結会計年度の期首より前までに従前の取扱いに従ってほと
んどすべての収益の額を認識した契約に、新たな会計方針を遡及適用しておりません。また、収益認識会計
基準第86項また書き(1)に定める方法を適用し、当連結会計年度の期首より前までに行われた契約変更につ
いて、すべての契約変更を反映した後の契約条件に基づき、会計処理を行い、その累積的影響額を当連結会
計年度の期首の利益剰余金に加減しております。
　また、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「流動資産」に表示していた「受取手形及び売掛金」
は、当連結会計年度より「受取手形」、「売掛金」および「契約資産」に含めて表示し、「流動負債」に表
示していた「前受金」は、当連結会計年度より「契約負債」に含めて表示しております。
　この結果、収益認識会計基準等の適用を行う前と比べて、当連結会計年度の連結貸借対照表は、売掛金は
265,890千円減少し、仕掛品は126,293千円増加し、繰延税金資産は60,974千円増加し、契約負債は
64,195千円増加しております。当連結会計年度の連結損益計算書は、売上高は143,906千円減少し、売上
原価は180,610千円減少し、営業利益、経常利益および税金等調整前当期純利益はそれぞれ36,704千円増
加しております。
　当連結会計年度の期首の純資産に累積的影響額が反映されたことにより、連結株主資本等変動計算書の利
益剰余金の期首残高は142,818千円減少しております。

（時価の算定に関する会計基準等の適用）
　　「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」
という。）等を当連結会計年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基
準」（企業会計基準第10号 2019年７月４日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計
基準等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することといたしました。なお、これによる連結計
算書類に与える影響はありません。
　また、「連結注記表 ６．金融商品に関する注記」において、金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等
に関する事項等の注記を行っております。
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イ. 東京営業所（共用資産） 2,424,971千円
ロ. エクステリア事業（エクステリア） 301,336千円
ハ. 医療・福祉用椅子事業（住生活関連機器） 102,000千円

３. 会計上の見積りに関する注記
⑴ 固定資産の減損

① 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額
　　　減損の兆候が生じている資産グループにかかる有形固定資産・無形固定資産の貸借対照表計上額

② 会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報
イ. 東京営業所（共用資産）

当該資産は、当連結会計年度において、土地の市場価格が著しく下落していることから減損の兆候を
識別しておりますが、当該資産は共用資産のため、共用資産が関連する複数の資産グループに共用資産
を加えたより大きな単位から得られる割引前将来キャッシュ・フローの総額と帳簿価額を比較した結
果、当該割引前将来キャッシュ・フローが帳簿価額を上回るため、減損損失を認識しないものと判断い
たしました。

割引前将来キャッシュ・フローは、事業環境や市場環境等を考慮した事業計画を基礎として見積りを
行っておりますが、当該見積りにおいて用いた仮定が、将来の不確実な経済条件の変動等により見直し
が必要となった場合、翌連結会計年度において減損損失を認識する可能性があります。

なお、新型コロナウイルス感染症の影響については、当社グループへの影響は限定的であり、翌連結
会計年度以降も同程度の影響が継続するとの仮定に基づき見積りを行っております。当該見積りにおい
て用いた仮定が、将来の不確実な経済条件の影響等により見直しが必要となった場合、翌連結会計年度
の連結計算書類において、固定資産の金額に重要な影響を与える可能性があります。

ロ. エクステリア事業（エクステリア）
当該資産グループは、当連結会計年度において、営業活動から生ずる損益が継続してマイナスとなっ

ており、減損の兆候が存在していることから、減損損失の認識の判定ならびに減損損失の測定を実施し
た結果、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、減損損失31,428千円を測定しております。なお、回収
可能価額は、不動産鑑定士による鑑定評価額により算出した正味売却価額としております。

正味売却価額について、不動産価格の著しい下落により、見直しが必要となった場合は、翌連結会計
年度において、減損損失を認識する可能性があります。

ハ. 医療・福祉用椅子事業（住生活関連機器）
当該資産グループは、当連結会計年度において、営業活動から生ずる損益が継続してマイナスとなっ

ており、減損の兆候が存在していることから、減損損失を認識するかどうかの判定を行った結果、正味
売却価額が帳簿価額を上回るため、減損損失を測定しないものと判断いたしました。

正味売却価額について、不動産価格の著しい下落により、見直しが必要となった場合は、翌連結会計
年度において、減損損失を認識する可能性があります。
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有形固定資産の減価償却累計額 14,102,464千円

⑵ 繰延税金資産の回収可能性
① 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

　　　　繰延税金資産　　　　785,788千円
② 会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報

当社は、将来減算一時差異に係る重要な繰延税金資産を計上しています。
　繰延税金資産の回収可能性の判断においては、将来の一時差異等加減算前課税所得の見積額に基づい
て、将来減算一時差異の回収スケジューリングを行って判断しております。将来の課税所得の見積りは、
事業環境や市場環境等を考慮した事業計画を基礎としており、当該計画の策定に当たっては、当社グルー
プが現在入手している市場環境等に基づいて作成しております。
　なお、新型コロナウイルス感染症の影響については、当社グループへの影響は限定的であり、翌連結会
計年度以降も同程度の影響が継続するとの仮定に基づき見積りを行っております。当該見積りにおいて用
いた仮定が、将来の不確実な経済条件の影響等により見直しが必要となった場合、翌連結会計年度の連結
計算書類において、繰延税金資産の金額に重要な影響を与える可能性があります。

４. 連結貸借対照表に関する注記
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株 式 の 種 類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 15,721,000株 －株 －株 15,721,000株

・配当金の総額 121,569千円
・１株当たり配当金額 ８円
・基準日 2021年３月31日
・効力発生日 2021年６月７日

・配当金の総額 243,545千円
・配当金の原資 利益剰余金
・１株当たり配当金額 16円（普通配当 14円、創業80周年記念配当 ２円）
・基準日 2022年３月31日
・効力発生日 2022年６月８日

５. 連結株主資本等変動計算書に関する注記
⑴ 発行済株式の総数に関する事項

⑵ 剰余金の配当に関する事項
① 配当金支払額等

2021年５月21日開催の取締役会決議による配当に関する事項

② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの
　2022年５月20日開催の取締役会において、普通株式の配当に関する事項を次のとおり決議しました。
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６. 金融商品に関する注記
⑴ 金融商品の状況に関する事項

① 金融商品に対する取組方針
当社グループは、当社グループが行う事業の投資計画を含む事業計画に照らして必要な資金を主に自己
資金でまかなうとともに、必要に応じて銀行借入により調達しております。余資については、比較的安
全性の高い金融資産で運用しております。また、一部の余資においては金利スワップ及び金利オプショ
ンが組み込まれた複合金融商品にて運用しておりますが、組込デリバティブのリスクが現物の金融資産
に及ぶ可能性がある金融商品を購入しない等、リスクが高く、投機的な取引は行わない方針でありま
す。

② 金融商品の内容及びリスク並びにリスク管理体制
営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクにさらされております。当該リスクに備える
ため、販売管理規程に従い、営業部門が主要な取引先の状況を定期的にモニタリングし、取引相手ごと
に期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図ってお
ります。連結子会社についても、当社の販売管理規程に準じた管理を行っております。
有価証券及び投資有価証券は、主に株式及び債券等であり、このうち株式は主として業務上の関係を有
する企業の株式であります。これらは、市場価格及び金利の変動リスク並びに発行体の信用リスクにさ
らされております。有価証券及び投資有価証券については、定期的に時価や発行体の財務状況等を把握
し、また、市況や取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。満期保有目的
の債券等については、格付けの高いもののみを対象としているため、信用リスクは僅少であります。
営業債務である支払手形及び買掛金、電子記録債務並びに未払法人税等は、そのほとんどが短期間で決
済されるものであります。一部外貨建のものについては、為替の変動リスクにさらされておりますが、
通常同じ外貨建の営業債権残高の範囲内にあります。
借入金及びファイナンス･リース取引に係るリース債務は、資金調達に係る流動性リスクにさらされて
おりますが、各部署からの報告に基づき担当部署である経理部が適時に資金繰計画を作成・更新すると
ともに、手元流動性の一定水準の維持などにより、流動性リスクを管理しております。連結子会社にお
いても当社に準じた管理を行っております。
デリバティブ取引は、取引相手先を高格付けを有する金融機関に限定しているため信用リスクはほとん
どないと認識しており、デリバティブ取引の執行・管理については、取引権限及び取引限度等を定めた
社内管理規程に従って経営企画本部経理部が決裁権限者の承認を得て行っております。連結子会社にお
いてはデリバティブ取引は行っておりません。

③ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額
が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を
採用することにより、当該価額が変動することがあります。
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連結貸借対照表計上額 時　価 差　額

有価証券及び投資有価証券

イ. 満期保有目的の債券 1,910,000 1,879,984 △30,015

ロ. その他有価証券 1,474,807 1,474,807 －

資産計 3,384,807 3,354,792 △30,015

① 長期借入金（※1） 126,320 121,217 5,102

② リース債務（※2） 73,069 73,048 21

負債計 199,389 194,265 5,123

⑵ 金融商品の時価等に関する事項
　2022年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであり
ます。なお、市場価格のない株式等（連結貸借対照表計上額57,728千円）は、「資産①ロ．その他有価証
券」には含めておりません。また、現金は注記を省略しており、預金、受取手形、売掛金、支払手形及び買
掛金ならびに電子記録債務は、短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似することから、注記を省略し
ております。

（単位：千円）

※1.１年内返済予定長期借入金46,320千円を含めております。
※2.利息相当額を控除しない方法によっているリース債務99,200千円は含まれておりません。

⑶ 金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項
　　金融商品の時価等に関する事項

　金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベ
ルに分類しております。

レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により算定した時価
レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用いて算定し

た時価
レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価

　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれ
ぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。
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区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計
投資有価証券

その他有価証券
　株式 1,117,322 － － 1,117,322

区分 時価
レベル１ レベル２ レベル３ 合計

有価証券及び投資有価証券
満期保有目的の債券
　社債等 － 1,879,984 － 1,879,984

長期借入金 － 121,217 － 121,217

リース債務 － 73,048 － 73,048

①　時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産
（単位：千円）

②　時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債
（単位：千円）

（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明
有価証券及び投資有価証券
　上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、
その時価をレベル１の時価に分類しております。一方、当社が保有している満期保有目的の債券
は、市場での取引頻度が低く、活発な市場における相場価格とは認められないため、その時価をレ
ベル２の時価に分類しております。
長期借入金、リース債務
　これらの時価は、元利金の合計額と、当該債務の残存期間および信用リスクを加味した利率を基
に、割引現在価値法により算定しておりますが、観察不能なインプットが時価に与える影響は軽微
であることから、レベル２の時価に分類しております。
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（単位：千円）
事業区分

合計住生活関連
機器

検査計測
機器 産業機器 エクス

テリア 機械・工具

顧客との契約から生じる
収益 11,943,198 5,904,105 2,656,691 872,160 1,220,623 22,596,778

その他の収益 151,465 － － － － 151,465

売上高 12,094,664 5,904,105 2,656,691 872,160 1,220,623 22,748,244

当連結会計年度

日 　 　 　 本 　 ※１ 19,005,772千円

中 　 　 　 国 　 ※２ 2,726,716

台 　 　 　 湾 　 ※３ 632,585

そ の 他 地 域 　 ※４ 383,169

合 　　 　 　　 　 計 22,748,244

７. 収益認識に関する注記
⑴ 顧客との契約から生じる収益を分解した情報

　事業区分別の売上高は、当社の取締役会が、経営資源の配分の決定および業績の評価をするために、定期
的に検討を行う対象としていることから、収益の分解情報として表示しております。また、地域別の売上、
受注生産形態別の売上、計上時点別の売上についても同様に重要な管理指標としていることから、収益の分
解情報として表示しております。

① 事業区分ごとの売上高

② 地域別の売上高

※１　日本国内の売上高のうち主なものは、住生活関連機器事業11,435,938千円、検査計測機器事業
3,128,053千円、産業機器事業2,348,996千円であります。

※２　中国への売上高のうち、1,945,714千円は検査計測機器事業の売上であります。
※３　台湾への売上高のうち、623,686千円は検査計測機器事業の売上であります。
※４　その他地域への売上高のうち、206,651千円は検査計測機器事業の売上であります。
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当連結会計年度

Ｏ Ｅ Ｍ 生産　　　※１、※２ 12,130,727千円

自販・その他　　　※３ 10,617,517

合　　　　計 22,748,244

当連結会計年度

出 　 荷 　 時 　 点 16,554,791千円

検 　 収 　 時 　 点 ※１ 6,042,131

保 証 サ ー ビ ス ※２ 151,321

合 　 　 　 　 　 　 計 22,748,244

③ 受注生産形態別の売上高

※１　ＯＥＭ生産は、主要顧客企業等に対する相手先ブランドによる生産であります。
※２　ＯＥＭ生産の売上高のうち主なものは、住生活関連機器事業11,272,025千円、エクステリア事業

548,226千円であります。
※３　自販・その他の売上高のうち主なものは、検査計測機器事業5,904,105千円、産業機器事業

2,346,215千円であります。

④ 計上時点別の売上高

※１　検収時点の売上高のうち、5,201,098千円は検査計測機器事業の売上であります。
※２　保証サービス売上高は検査計測機器事業の売上であります。

⑵ 顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報については、「連結注記表１．連結計算
書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等 (4)会計方針に関する事項 ④収益及び費用の計
上基準」に記載のとおりであります。
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当連結会計年度

顧客との契約から生じた債権 8,731,793千円

契 約 資 産 1,452,468

契 約 負 債 305,860

当連結会計年度

１ 年 以 内 6,797,118千円

１ 年 超 2,090,233

合 計 8,887,352

⑴ １株当たり純資産額 1,964円39銭
⑵ １株当たり当期純利益 58円84銭

⑶ 当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報
① 契約資産及び契約負債の残高等

② 残存履行義務に配分した取引価格
　期末日時点で充足していない履行義務に配分された取引価格及びその売上計上見込時期ごとの内訳は、
以下のとおりであります。ただし、顧客に請求する対価の額が、顧客に提供した価値と直接対応する契約
は含めておりません。

８. １株当たり情報に関する注記
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場所 用途 種類 減損損失

馬住工場（長野県駒ケ根市） 事業用資産 建物及び構築物等 31,428千円

９. その他の注記
減損損失に関する注記
　当連結会計年度において、当社グループは以下の資産について減損損失を計上しております。

　当社グループは、事業所単位および遊休資産にて資産のグルーピングを行っております。
　当社エクステリア事業に係る固定資産について、今後の事業計画を検討した結果、想定した収益の獲得が
見込めなくなったため、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失31,428千円として計
上しております。その内訳は、建物及び構築物16,040千円、機械装置及び運搬具4,093千円、有形固定資産
のその他7,975千円、無形固定資産のその他3,319千円であります。
　なお、回収可能価額は、不動産鑑定士の鑑定評価額に基づく正味売却価額としております。

記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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⑶ 固定資産の減価償却の方法
① 有形固定資産（リース資産を除く) 定率法

② 無形固定資産（リース資産を除く) 定額法

個別注記表
１. 重要な会計方針に係る事項に関する注記

⑴ 有価証券の評価基準及び評価方法
① 満期保有目的の債券 償却原価法（定額法）
② 子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法
③ その他有価証券

・市場価格のない株式等以外のもの 時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移
動平均法により算定）

・市場価格のない株式等 移動平均法による原価法
⑵ 棚卸資産の評価基準及び評価方法

① 商品及び製品、仕掛品、原材料 総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に
基づく簿価切下げの方法）、なお、検査計測装置に係る製品、仕掛
品については個別法による原価法（貸借対照表価額については収益
性の低下に基づく簿価切下げの方法）

② 貯蔵品 最終仕入原価法による原価法

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物　　　　　　　　 15年～31年
構築物　　　　　　　 ７年～50年
機械及び装置　　　　 ７年～13年
車両運搬具　　　　　 ４年～５年
工具器具及び備品　　 ２年～15年

なお、主な償却期間は以下のとおりであります。
ソフトウェア（自社利用）
社内における見込利用可能期間（５年）

③ リース資産 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用して
おります。

⑷ 引当金の計上基準
① 貸倒引当金 債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性
を勘案し、回収不能見込額を計上しております。
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② 賞与引当金 従業員の賞与の支給に充てるため、支給見込額を計上しておりま
す。

③ 役員賞与引当金 役員賞与の支出に備えるため、当事業年度における支給見込額に基
づき計上しております。

④ 製品保証引当金 製品販売後に発生する製品保証費用に備えるため、過去の実績に基
づく見込額を計上しております。

⑤ 退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債
務の見込額に基づき計上しております。
①退職給付見込額の期間帰属方法
　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末ま
での期間に帰属させる方法については、給付算定式基準によってお
ります。
②数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法
　過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の
一定の年数（５年）による定額法により費用処理しております。
　数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均
残存勤務期間以内の一定の年数（５年）による定額法により按分し
た額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。

⑸ 収益及び費用の計上基準
　当社では、以下の５ステップにもとづき収益を認識しています。

ステップ１：顧客との契約の識別
ステップ２：履行義務の識別
ステップ３：取引価格の算定
ステップ４：取引価格の履行義務への配分
ステップ５：履行義務の充足による収益の認識

　当社では「住生活関連機器」において、事務用回転椅子、折畳椅子、会議用椅子等のオフィス用の椅
子、車椅子等の福祉・医療施設用の椅子等の製造販売、「検査計測機器」において液晶等のフラット・パ
ネル・ディスプレイ（ＦＰＤ）検査装置、半導体検査装置、フィルム検査装置等の検査計測装置等の製造
販売、「産業機器」において産業用機械に用いられる電磁アクチュエータおよびそのユニット品等ならび
にユニット（ばね）製品の製造販売、「エクステリア」において跳ね上げ式門扉、カーポート、テラス、
オーニング等のエクステリア製品等の製造販売を行っております。また、製品に関連した保証、修理・保
守等のサービスも提供しております。
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　製品の販売については、主に顧客への引渡の際に据付を要する製品については据付が完了し顧客の検収
が完了した時点、また、据付を要しない製品については出荷時点に、顧客が当該製品に対する支配を獲得
し、履行義務が充足されると判断していることから、当該時点において収益を認識しております。収益
は、顧客との契約において約束された対価から、値引き等を控除した金額で測定しています。
　製品保証が、製品が合意された仕様に従っているという保証に加えて顧客にサービスを提供している場
合には、別個の履行義務として識別し、取引価格の一部を当該履行義務に配分した上で、サービスの完了
について顧客の合意が得られ、履行義務を充足した時点で収益を認識しています。

⑹ その他計算書類作成のための基本となる事項
　　退職給付に係る会計処理 退職給付にかかる未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用

の未処理額の会計処理の方法は、連結計算書類におけるこれらの会
計処理の方法と異なっております。
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２. 会計方針の変更に関する注記
（収益認識に関する会計基準等の適用）
　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」と
いう。）等を当事業年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該
財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することといたしました。詳細は「１．重
要な会計方針に係る事項に関する注記 ⑸ 収益及び費用の計上基準」に記載しております。
　収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従
っており、当事業年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、当事業年度の
期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。ただし、収益認識会計
基準第86項に定める方法を適用し、当事業年度の期首より前までに従前の取扱いに従ってほとんどすべての
収益の額を認識した契約に、新たな会計方針を遡及適用しておりません。また、収益認識会計基準第86項ま
た書き(1)に定める方法を適用し、当事業年度の期首より前までに行われた契約変更について、すべての契
約変更を反映した後の契約条件に基づき、会計処理を行い、その累積的影響額を当事業年度の期首の利益剰
余金に加減しております。
　また、前事業年度の貸借対照表において、「流動資産」に表示していた「売掛金」は、当事業年度より
「売掛金」および「契約資産」に含めて表示し、「流動負債」に表示していた「前受金」は、当事業年度よ
り「契約負債」に含めて表示しております。
　この結果、収益認識会計基準等の適用を行う前と比べて、当事業年度の貸借対照表は、売掛金は265,890
千円減少し、仕掛品は126,293千円増加し、繰延税金資産は60,974千円増加し、契約負債は64,195千円増
加しております。当事業年度の損益計算書は、売上高は90,448千円増加し、売上原価は53,744千円増加し 
、営業利益、経常利益および税引前当期純利益はそれぞれ36,704千円増加しております。
　当事業年度の期首の純資産に累積的影響額が反映されたことにより、株主資本等変動計算書の利益剰余金
の期首残高は142,818千円減少しております。

（時価の算定に関する会計基準等の適用）
　「連結注記表２．会計方針の変更に関する注記（時価の算定に関する会計基準等の適用）」に同一の内容
を記載しておりますので、注記を省略しております。
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イ. 東京営業所（共用資産） 2,424,971千円
ロ. エクステリア事業（エクステリア） 301,336千円
ハ. 医療・福祉用椅子事業（住生活関連機器） 102,000千円

　繰延税金資産 765,551千円

⑴ 有形固定資産の減価償却累計額 13,709,780千円

① 短期金銭債権 49,908千円
② 短期金銭債務 560,098千円

① 売上高 170,477千円
② 仕入高等 1,837,308千円
③ 営業取引以外の取引高 51,388千円

株 式 の 種 類 当事業年度期首の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数

普 通 株 式 524,811株 49株 25,440株 499,420株

３. 会計上の見積りに関する注記
　　会計上の見積りに関する注記は以下のとおりであります。なお、「会計上の見積りの内容に関する理解に資

する情報」につきましては、「連結注記表３．会計上の見積りに関する注記」に記載のとおりでありますので
省略しております。
⑴ 固定資産の減損

　当事業年度の計算書類に計上した金額
　　　　減損の兆候が生じている資産グループにかかる有形固定資産・無形固定資産の貸借対照表計上額

⑵ 繰延税金資産の回収可能性
　当事業年度の計算書類に計上した金額

４. 貸借対照表に関する注記

⑵ 関係会社に対する金銭債権、債務は次のとおりであります。

５. 損益計算書に関する注記
関係会社との取引高

６. 株主資本等変動計算書に関する注記
自己株式の数に関する事項
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繰延税金資産
賞与引当金 170,605千円
未払事業税 24,835千円
未払社会保険料 25,934千円
棚卸資産評価損 198,539千円
未払金 3,070千円
未払費用 10,272千円
販売手数料 3,647千円
退職給付引当金 136,660千円
長期未払金 40,556千円
貸倒引当金 1,936千円
関係会社株式評価損 2,094千円
みなし配当金 23,217千円
減価償却費 233,839千円
減損損失 139,852千円
投資有価証券評価損 73,804千円
税務上の収益認識差額 34,609千円
その他 30,938千円

小計 1,154,414千円
評価性引当額 △293,806千円
繰延税金資産合計 860,608千円

繰延税金負債
その他有価証券評価差額金 △95,057千円
繰延税金資産の純額 765,551千円

７. 税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
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属 性 会社等の名称
資本金又
は出資金
(百万円)

事 業 の
内 容
又は職業

議 決 権 等
の 所 有
( 被 所 有 )
割 合 ( ％ )

関 連 当 事 者
と の 関 係 取引の内容 取引金額

(千　円) 科 目 期末残高
(千　円)

法人主要
株 主 コ ク ヨ ㈱ 15,847

オフィス
家 具 の
製造販売

（所有）
直接　 0.08

（被所有）
直接  14.14
間接　 1.08

製 品 の 販 売
役 員 の 兼 任

製 品 の
販 売 9,668,323 売 掛 金 4,268,624

⑴ １株当たり純資産額 1,829円25銭
⑵ １株当たり当期純利益 51円69銭

８. 関連当事者との取引に関する注記
親会社及び法人主要株主等

（注）取引条件及び取引条件の決定方針等
価格その他の取引条件は、市場価格に基づく交渉のうえ、決定しております。

９. １株当たり情報に関する注記

１０. その他の注記
減損損失に関する注記

　減損損失に関する注記については、「連結注記表９．その他の注記 減損損失に関する注記」に同一の内
容を記載しておりますので、注記を省略しております。

記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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